
(3) 職員の給与の状況

イ　人件費の決算額の状況（令和７年度）

(ｲ) 普通会計決算

人件費率 前年度の

（Ｂ／Ａ） 人件費率

千円 千円 ％ ％

6,499,527 146,219,464 21.4 22.6

(ﾛ) 企業特別会計決算

うち人件費

千円

1,582,326

(ﾊ) 病院事業特別会計決算

うち人件費

千円

23,458,314

（注）人件費には、特別職に支給される給料・報酬等を含みます。

ロ　職員給与費の状況（令和７年度決算）

(ｲ) 普通会計決算

職員１人当たりの

給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 給与費（Ｂ／Ａ）

千円 千円 千円 千円 千円

70,440,780 11,860,308 28,658,346 110,959,434 7,374

(ﾛ) 企業特別会計決算

職員１人当たりの

給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 給与費（Ｂ／Ａ）

千円 千円 千円 千円 千円

697,862 178,448 206,369 1,082,679 6,809

(ﾊ) 病院事業特別会計決算

職員１人当たりの

給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 給与費（Ｂ／Ａ）

千円 千円 千円 千円 千円

8,847,083 4,702,983 4,185,904 17,735,970 9,031

（注）職員手当には、退職手当は含みません。

ハ　職員の平均給料・平均給与の月額及び平均年齢（令和７年４月１日現在）

給料月額

給与月額

336,000円

413,300円

340,600円

459,500円

394,800円

437,400円

371,000円

403,300円

333,500円

370,200円

（出典）令和７年地方公務員給与実態調査

（注）給与月額とは、給料月額に職員手当の月額を加えたものです。

年　齢

43歳３月

54歳０月

43歳５月

39歳４月

47歳３月

給　　　　　与　　　　　費

給　　　　　与　　　　　費

給　　　　　与　　　　　費

実質収支 人件費（Ｂ）

歳出額

歳出額（Ａ）

千円

682,120,544

千円

10,849,435

歳出額

千円

46,725,172

15,047人

職員数（Ａ）
（令和７年４月１日）

159人

1,964人

職員数（Ａ）
（令和７年４月１日）

職員数（Ａ）
（令和７年４月１日）

小中学校

教 育 職

技 能

労 務 職

区　分

一 般

行 政 職

警 察 職

高等学校

教 育 職



ニ　職員の経験年数別・学歴別平均給料の月額（令和７年４月１日現在）

大 卒 285,600 円 364,000 円 391,000 円 407,500 円

高 卒 257,900 円 313,000 円 362,500 円 382,000 円

大 卒 310,200 円 389,400 円 410,800 円 429,200 円

高 卒 293,400 円 349,500 円 383,800 円 408,900 円

大 卒 339,400 円 409,900 円 433,900 円 447,300 円

高 卒 － 円 * 円 * 円 * 円

（出典）令和７年地方公務員給与実態調査

（注）１　経験年数とは、卒業後直ちに採用されて引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいいます。

 　 　２　個人情報保護の観点から、対象となる職員数が２人以下の場合は、当該箇所を「＊（アスタリス

ホ　一般行政職の級別職員数（令和７年４月１日現在）

主事・技師 680 人 18.5 ％ 17.3 ％ 14.9 ％

主任主事・主任技師 422 人 11.5 ％ 10.8 ％ 7.9 ％

係長 575 人 15.7 ％ 15.8 ％ 14.4 ％

業務名を冠する主査 711 人 19.4 ％ 20.0 ％ 25.5 ％

課長補佐 786 人 21.4 ％ 22.7 ％ 24.1 ％

課長 309 人 8.4 ％ 8.1 ％ 7.8 ％

主管課長 110 人 3.0 ％ 3.3 ％ 3.3 ％

部次長 59 人 1.6 ％ 1.6 ％ 1.7 ％

部長 18 人 0.5 ％ 0.5 ％ 0.4 ％

3,670 人 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

（注）１　級区分は、山形県の給与条例によるものです。

　　  ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

ヘ　職員の初任給の状況（令和７年４月１日現在）

総合職 円

一般職 円

高 卒 円 円

大 卒 円 円

高 卒 円 円

大 卒 円 －

高 卒 円 －

大 卒 円 －

高 卒 円 －

区　　分

一 般

行 政 職

警 察 職

25年

円円大 卒 343,200 円 435,600 円399,000 424,900

円 * 円 353,300

経験年数 経験年数 経験年数

10年 20年

経験年数

30年

円

円

５年前の構成比

県　職　員

標準的な職務内容(注２) 職員数 構成比

* 円

263,200

214,700

263,200

214,800

高等学校

教 育 職

小中学校

教 育 職

技 能

202,000

大 卒 234,900

区　　分

労 務 職

区分(注１)

１ 級

２ 級

３ 級

４ 級

 　　   ク ）」で表示しています。

高 卒 －

１年前の構成比

高等学校

教 育 職

小中学校

教 育 職

５ 級

６ 級

７ 級

８ 級

警 察 職

一 般

行 政 職

230,400

国家公務員

９ 級

計

242,000

232,000

200,300

269,200269,000

227,700



ト　昇給の状況

(ｲ) 普通会計

14,238 人 4,055 人 1,977 人 2,380 人 5,421 人 405 人

10,824 人 3,139 人 1,712 人 1,723 人 4,030 人 220 人

76.0 ％ 77.4 ％ 86.6 ％ 72.4 ％ 74.3 ％ 54.3 ％

14,393 人 4,063 人 1,985 人 2,428 人 5,497 人 420 人

10,807 人 3,115 人 1,700 人 1,745 人 4,003 人 244 人

75.1 ％ 76.7 ％ 85.6 ％ 71.9 ％ 72.8 ％ 58.1 ％

(ﾛ) 企業特別会計

159 人 147 人 12 人

123 人 118 人 5 人

77.4 ％ 80.3 ％ 41.7 ％

165 人 153 人 12 人

128 人 121 人 7 人

77.6 ％ 79.1 ％ 58.3 ％

(ﾊ) 病院事業特別会計

1,968 人 155 人 260 人 302 人 1,180 人 71 人

1,472 人 134 人 156 人 232 人 916 人 34 人

74.8 ％ 86.5 ％ 60.0 ％ 76.8 ％ 77.6 ％ 47.9 ％

1,966 人 152 人 256 人 299 人 1,186 人 73 人

1,524 人 128 人 173 人 239 人 942 人 42 人

77.5 ％ 84.2 ％ 67.6 ％ 79.9 ％ 79.4 ％ 57.5 ％

（注）１　医療職(1)とは、医師及び歯科医師をいいます。

　　　２　医療職(2)とは、薬剤師や診療放射線技師などの医療技術者をいいます。

　　　３　医療職(3)とは、助産師や看護師などをいいます。

チ　時間外勤務手当の状況
(ｲ) 普通会計決算

(ﾛ) 企業特別会計決算

(ﾊ) 病院事業特別会計決算

技能労務職

比率（Ｂ／Ａ）

警察職
高 等 学 校
教 育 職

小 中 学 校
教 育 職

合　　計 一般行政職

職員数（Ａ）

昇給した職員数（Ｂ）

区　　　　分

合　　計 一般行政職

職員数（Ａ）

昇給した職員数（Ｂ）

比率（Ｂ／Ａ）

技能労務職

職員数（Ａ）

昇給した職員数（Ｂ）

比率（Ｂ／Ａ）

医療職(1)
(注１)

職員数（Ａ）

昇給した職員数（Ｂ）

比率（Ｂ／Ａ）

医療職(2)
(注２)

医療職(3)
(注３)

技能労務職

職員数（Ａ）

昇給した職員数（Ｂ）

比率（Ｂ／Ａ）

合　　計 一般行政職

1,920,845千円 1,008千円

423千円

991千円

職員１人当たり支給年額
3,710,430千円 559千円

支給総額

551千円

支給総額

510千円

支給総額 職員１人当たり支給年額

職員１人当たり支給年額

令和６年度 3,667,232千円

65,045千円

令和７年度

令和６年度

75,921千円

1,888,458千円

区　　分

令和７年度

令和７年度

令和６年度

区　　　　分

令和７年度

令和６年度

令和６年度

区　　　　分

区　　分

令和７年度

令和６年度

区　　分

令和７年度

昇給した職員数（Ｂ）

比率（Ｂ／Ａ）

職員数（Ａ）



リ　期末・勤勉手当の支給割合（令和７年度）

1.250 月分 1.275 月分 2.525 月分

（ 0.700 月分） （ 0.725 月分） （ 1.425 月分）

1.050 月分 1.075 月分 2.125 月分

（ 0.500 月分） （ 0.525 月分） （ 1.025 月分）

2.300 月分 2.350 月分 4.650 月分

（ 1.200 月分） （ 1.250 月分） （ 2.450 月分）

（注）１　（　）内は、定年前再任用短時間勤務職員の支給割合です。

　　　２　企業局及び病院事業局においても、知事部局等と同様の制度となっています。

ヌ　地域手当の状況（令和７年４月１日現在）

22 人 20 ％ 20 ％

4 人 16 ％ 16 ％

3 人 14 ％ 14 ％

1 人 14 ％ 14 ％

3 人 7 ％ 7 ％

268 人 16 ％ 16 ％

 令和７年度普通会計決算 847,190 円

 令和７年度企業特別会計決算 0 円

 令和７年度病院事業特別会計決算 984,518 円

（注）企業局及び病院事業局においても、知事部局等と同様の制度となっています。

勤勉手当

計

支給対象職員数

医 師

支給率 国の支給率

愛 知 県 名 古 屋 市

宮 城 県 仙 台 市

埼玉県さいたま市

６月期 12月期 計区　分

期末手当

支給対象職員１人当
たりの平均支給年額

職制上の段階、職務の級等による加算措置　　　有

支 給 対 象 地 域 等

東 京 都 特 別 区

大 阪 府 大 阪 市



ル　扶養手当、住居手当及び通勤手当の状況（令和７年４月１日現在）

（注）企業局及び病院事業局においても、知事部局等と同様の制度となっています。

　 (ｲ) 普通会計
職員全体に占める手当支給職員の割合 31.5 ％
支給対象職員１人当たり平均支給年額（令和７年度決算） 117,113 円
手当の種類（手当数） 30

（注）代表的な手当の名称は、各々の区分ごとに上位５つを記載したものです。

　 (ﾛ) 企業特別会計

職員全体に占める手当支給職員の割合 58.5 ％

支給対象職員１人当たり平均支給年額（令和７年度決算） 35,138 円

手当の種類（手当数） ４

　 (ﾊ) 病院事業特別会計

職員全体に占める手当支給職員の割合 51.6 ％

支給対象職員１人当たり平均支給年額（令和７年度決算） 410,862 円

手当の種類（手当数） ９

１　特殊業務に従事する教育職員の特殊勤務手当

２　警察職員の特殊勤務手当

国　家　公　務　員

借家　　　　　　　　限度額　　28,000円

３　教育業務に関する連絡指導に従事する教育職員の特殊勤務手当

４　職業訓練業務に従事する職員の特殊勤務手当

交通機関利用　　　　限度額　 150,000円

単身赴任手当受給職員で配偶者が借家に居住
する場合
上記の額の２分の１

交通機関利用　　　　限度額　 150,000円

５　多学年学級を担当する教育職員の特殊勤務手当

扶養親族たる配偶者3,000円（行（一）八級以
上職員等に対しては支給しない）、扶養親族
たる子11,500円、扶養親族たる父母等6,500円
(行（一）八級職員等にあっては3,500円、行
（一）九級職員等に対しては支給しない）

扶養親族たる子のうち満16歳の年度初めから
満22歳の年度末までの子につき5,000円加算

借家　　　　　　　　限度額　　28,000円

単身赴任手当受給職員で配偶者が借家に居住
する場合
上記の額の２分の１

支給額の多い手当

支給職員数の多い手当

 ヲ　特殊勤務手当の状況（令和７年４月１日現在）

交通用具使用　　　　限度額　　53,000円 交通用具使用　　　　限度額　　38,700円

１　特殊業務に従事する教育職員の特殊勤務手当

区分

扶養手当

住居手当

通勤手当

代表的な手当
の名称

手当の名称

県　　　職　　　員

扶養親族たる配偶者3,000円（行政８級以上職
員等に対しては支給しない）、扶養親族たる
子11,500円、扶養親族たる父母等6,500円（行
政８級職員等にあっては3,500円、行政９級職
員等に対しては支給しない）

扶養親族たる子のうち満16歳の年度初めから
満22歳の年度末までの子につき5,000円加算

２　警察職員の特殊勤務手当

３　教育業務に関する連絡指導に従事する教育職員の特殊勤務手当

４　多学年学級を担当する教育職員の特殊勤務手当

５　県税に関する業務に従事する職員の特殊勤務手当

危険作業手当
用地等交渉業務手当
防疫作業手当
災害応急作業手当



防疫作業手当
夜間看護業務手当
緊急呼出救急業務等手当
放射線照射作業手当
汚物等処理作業手当
分べん介助・診療応援手当
回転翼航空機搭乗手当
看護業務手当
災害応急作業等手当

手当の名称



ワ　退職手当の状況

勤続20年

勤続25年

勤続35年

最高限度額(注１)

（注）１　国の職員と同様の制度となっています。

カ　職員の給与の水準

行政職給料表適用者に係るラスパイレス指数の推移

（注） ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数

 　　をいいます。

ヨ　特別職の報酬等の状況

(ｲ) 給料月額等（令和７年４月１日現在）

知事

副知事

教育長

企業管理者

病院事業管理者

代表監査委員

議長

副議長

議員

(ﾛ) 期末手当の支給割合（令和７年度）

知事

副知事

教育長

企業管理者

病院事業管理者

代表監査委員

議長 ６月期 1.70 月分

副議長 12月期 1.75 月分

議員 計 3.45 月分

（注）　期末手当の額は、受けるべき給料月額等に100分の45の割合を乗じて得た額を当該給料月額等に加

　　　算した額に支給割合を乗じた額です。

778,000円

619,000円

904,000円

807,000円

６月期
12月期
計

1.70
1.75
3.45

月分
月分
月分

10,816千円

（全　体）

8,815千円

39.7575月分

年間支給割合

給料月額等

715,000円

715,000円

801,000円

33.27075月分

47.709月分

47.709月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分

勧奨・定年 自己都合 応募認定・定年
区　　　　分

19.6695月分 24.586875月分
支
給
率

28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分

定年前早期退職特例措置
（２～20％加算）

定年前早期退職特例措置
（２～45％加算）

（一般職員）

県　　　職　　　員

19.6695月分 24.586875月分

39.7575月分 47.709月分

国　家　公　務　員

自己都合

期
　
末
　
手
　
当

給
　
　
料

議
員
報
酬

区　　　　分

その他の加算措置

１人当たり平均支給額
(注２)

   　 ２　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和７年度に退職した職員に支給された平均額です。
　　　　  なお、一般職員とは、全職種に係る職員から警察職及び教育職を除いた職員です。

1,240,000円

954,000円

区　　　　分

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

100.1 100.0 100.0 100.0 100.2 99.8



（参考） 特例条例による給与等削減の取組状況

給与等の削減率

議　長 　▲  ５％ ▲  10 ％

副議長 　▲  ５％ ▲  10 ％

議　員 　▲  ５％ ▲  10 ％

知　事 　▲  15％ ▲  20 ％ ▲  22 ％ ▲  23 ％ ▲  25 ％ ▲  30 ％ ▲  25 ％ ▲  10 ％

副知事 　▲  ８％ ▲10.5 ％ ▲12.5 ％ ▲13.5 ％ ▲15.5 ％ ▲　20 ％ ▲15.5 ％ ▲  10 ％

教育長 ▲8.25 ％ ▲  ５ ％

企業管理者 　▲ 2.5％ ▲3.25 ％ ▲5.25 ％ ▲6.25 ％ ▲8.25 ％ ▲　10 ％ ▲8.25 ％ ▲  ５ ％

病院事業管理者 　▲ 2.5％ ▲3.25 ％ ▲5.25 ％ ▲6.25 ％ ▲8.25 ％ ▲　10 ％ ▲8.25 ％ ▲  ５ ％

代表監査委員 　▲ 2.5％ ▲3.25 ％ ▲5.25 ％ ▲6.25 ％ ▲8.25 ％ ▲　10 ％ ▲8.25 ％ ▲  ５ ％

教育長
の給料

▲ 2.5 ％ ▲3.25 ％ ▲5.25 ％ ▲6.25 ％ ▲8.25 ％ ▲　10 ％ ▲8.25 ％

管理職手当 　▲  10％ ▲  13 ％ ▲  18 ％ ▲　10 ％ ▲  18 ％

給料月額(平均) ▲ 7.2 ％

（注）教育長については、関係法律の改正等により、平成28年４月から、身分が一般職から特別職に変更されています。

－ － － －－ － － － － －

一

般

職

同 左

一般職
の給与

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 削減なし

削減なし

同 左 同 左 削減なし

同 左 同 左 削減なし

削減なし

同 左 同 左 削減なし

削減なし

同 左 同 左 同 左

知事等
の給料

同 左 同 左

同 左 同 左

同 左 同 左 同 左 同 左

同 左 削減なし 同 左 同 左 同 左 同 左

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左

同 左 削減なし 同 左 同 左 同 左

平成26年
４月から

平成28年
４月から

平成30年
４月から
平成31年
３月まで

 令和２年
 ７月から
 同年９月
 まで

特

別

職

議員
報酬

同 左 削減なし 同 左 同 左

　県では、平成14年４月から平成30年３月まで、平成14年３月制定の「特例条例（知事等及び職員の給与の特例に関する条例）」に基づき、特別職（議員につ
いては、平成18年３月31日まで）及び一般職の給与等の削減措置を講じてきましたが、平成30年３月に、同条例を一旦廃止のうえ、新たに「特例条例（知事等
及び職員の給与の特例に関する条例）」を制定し、平成30年４月から平成31年３月まで、削減措置を講じました。
　なお、平成25年９月から平成26年３月までは、「臨時特例条例（知事等及び職員等の給与の臨時特例に関する条例）」に基づき、特別職及び一般職の給与の
削減措置を講じました。
　また、「特例条例（知事等の給与の特例に関する条例）」に基づき、知事、副知事、教育長、企業管理者、病院事業管理者及び常勤の監査委員の令和２年６
月期における期末手当を支給しないこととしたほか、令和２年７月から同年９月までは、「特例条例（議会の議員の議員報酬の特例に関する条例）」に基づ
き、議員の議員報酬の削減措置を講じました。
　具体的な給与等の削減率は次のとおりです。

区　　　分

削　　　減　　　率

平成14年
４月から

平成17年
４月から

平成18年
４月から

平成20年
４月から

平成21年
12月から

平成22年
12月から

平成25年
９月から
平成26年
３月まで


